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Ⅰ 総論 

 １ 趣旨 

  本町では、障がい者の職業の安定を図ることを目的とする障がい者の雇用

の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障がい者雇用促進

法」という。）に基づき、全ての障がい者がその障害特性や個性に応じて能力

を最大限発揮し、働くことができる職場環境を整備し、障がい者の活躍の場を

拡大することを目的として、令和２年度に障がい者雇用促進法第７条の３第

１項の規定による利府町障がい者活躍推進計画を策定し、取組を進めてまい

りました。本計画は、引き続き障がい者の活躍の場を創出していくため、第２

期計画として策定するものです。 

  

 ２ 策定主体 

  この計画は、利府町長、利府町議会議長、利府町教育委員会、利府町選挙管

理委員会、利府町代表監査委員及び利府町農業委員会（以下「各任命権者」と

いう。）が連名で策定します。 

 

 ３ 計画期間 

  本計画の期間は、令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

  なお、計画期間中においても、毎年度において、取組状況等を把握・検証し、

必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

 ４ 周知及び公表 

  本計画は、全職員に周知するとともにホームページへの掲載等により公表

します。また、実施状況について、年１回、ホームページへの掲載等により公

表します。 

 

５ 本町における障がい者雇用に関する現状・課題 

 本町においては、正職員及び会計年度任用職員において障がいのある職員の

採用を行っており、令和６年６月１日時点では、障がい者の法定雇用率を満た

しております。 

国及び地方公共団体においては、令和６年４月から法定雇用率が３．０％に

引き上げられ、令和８年６月末までは経過措置として法定雇用率が２．８％と

されているところですが、更なる障がい者の働きやすい環境づくりに取り組み、

積極的な障がい者の雇用、障がい者の活躍の場の拡大を目指します。 

 



（参考） 

【昨年度における障がい者雇用率の推移】 

区   分 令和６年度 

障がい者法定雇用率 ２．８０％ 

算定人数 ※１    １１人※３ 

本町実雇用率（特例認定※２）  ３．５６％※４ 

※１ 算定人数は、重度身体障がい者（身体障がい者障害程度等級が１級又は２級）等は、

１人につき、２人で算定します。また、勤務時間が週２０時間以上３０時間未満の職

員は１人につき、０．５人で算定します。 

※２ 任命権者の枠を超えた障がい者雇用率制度の適用を認めるもの。 

※３ 本町では、令和元年度から障がい者雇用促進法第４２条第１項の規定に基づく特

例認定を受けているため、各任命権者の職員数を合算しています。 

 

Ⅱ 取組目標 

 １ 採用に関する目標 

  ●毎年６月１日時点において、障がい者法定雇用率に基づく障がい者雇用

者数以上の雇用を達成する。 

 （評価方法） 

   毎年、国に報告義務のある任命状況通報により把握・進捗管理を行う。 

 

 ２ 定着に関する目標 

  ●障がい者である職員に対し、必要な配慮等を行い、意見・要望等を聞きな

がら、不本意な離職者を極力生じさせないよう努める。 

 （評価方法） 

   毎年、国に報告義務のある任命状況通報により定着状況を把握する。 

 

 ３ 障がい者である職員の職場等の満足度 

  ●障がい者である職員の満足度について、働いていることの全体評価とし

て、満足度８０％の達成を目指します。 

 （評価方法） 

   毎年、対象となる職員に対して、職場の満足度に関するアンケート等を実

施します。 

 

 



Ⅲ 取組内容  

取組項目 取組事項 

障がい者の活躍を推

進する体制整備 

・障がい者雇用推進者として総務課長を選任する。 

・障がい者雇用推進者は、計画の実施に必要となる事項

について、関係する部署と連携を図るものとする。 

・障がい者職業生活相談員を町長部局に配置し、障がい

者である職員の職業生活に関する相談及び指導を行

う。 

・宮城労働局が開催する公務部門向け障がい者職業生

活相談員資格認定講習を受講し、相談員資格を取得

した者を障がい者生活相談員に選任する。 

・総務課長が指定する「職員相談室」担当職員は、障が

い者である職員の職業生活に関する相談等にも対応

することとし、必要に応じて障がい者職業生活相談

員と連携する。 

・障がい者雇用推進者、財政係長、人事係職員、障がい

者である職員のうち希望する者により障がい者雇用

推進チームを構成し、障がい者のある職員が活躍で

きる職場環境の整備を推進する。 

障がい者の活躍の基

本となる職務の選

定・創出 

・新規採用、部署異動、その他定期的に面談を行い、障

がい者と業務の適切なマッチングができているかの

点検を行い、部署配置等を検討する。 

障がい者の活躍を推

進するための環境整

備・人事管理 

・障害の種類及び程度に応じた安全管理を実施すると

ともに、障がい者である職員からの要望により、必要

な施設又は設備の整備等を図り、負担なく業務遂行

できるための環境整備を検討する。 

・募集・採用に当たっては、雇用している障がい者の意

見・要望等を踏まえた上で雇用方法、要件等を検討す

る。（プレ雇用 等） 

※ プレ雇用とは、常勤職員としての採用が内定した障がい

者である者について、採用後に円滑に勤務を開始できる

ようにするため、本人の希望に応じ、採用前に会計年度

任用職員として勤務できるもの。 

・時間単位の年次有給休暇や病気休暇等各種休暇の利

用を促進する。 



・本人の希望を踏まえながら、実務研修、向上研修等の

教育訓練の実施を検討する。 

・障がいに応じた勤務形態や働き方を選択できるよう、

柔軟な働き方の推進を検討する。 

その他 ・障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に

関する法律に基づく障がい者就労施設等への発注等

を通じて、障がい者の活躍の場の拡大を推進する。 

 


